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日本の外国語教育における ICT 活用の研究動向

李　　哲

要旨

近年、多様な情報機器を使って外国語の教育と学習を支援する研究や実践が盛んに進

められている。本研究では、日本の外国語教育における ICT 活用の研究動向を把握する

ために、ICT を用いて外国語教育をサポートする実践事例と論文を分析したところ、モ

バイルデバイスとそのアプリに関するものが最も多く、SNSやオンラインエデュケーショ

ンに関するものはまだ少ないことが分かった。また、モバイルデバイスを代表とする新

しいメディアの活用は協調学習の推進を促し、学習者中心の学習スタイルの形成に役立

つが、デジタルコンテンツは統一規格がないため、情報共有や学習者のニーズに応じた

カスタマイズは困難であり、外国語教育における読み書きや理解への支援が不足である

と示唆されている。

キーワード：外国語教育、ICT、研究動向

１.はじめに

近年、情報通信技術（Information and Communication Technology）が急速に発展し、

高速インターネットの普及が進むにつれて、教育現場ではコンピュータ、タブレット、

携帯電話など多様な情報機器を使って学習を支援したり、新たに効果的な学習スタイル

を開発したりするなど、数多くの取り組みが行われている。こうした背景の下で、インター

ネットやコンピュータなどを用いて教室内外の学習を支援することを目指した研究や実

践が盛んに進められている。特に、ICT を利用した学習環境は教授者と学習者が対面様

式で学習することを支援できるだけではなく、学習者の自主学習なども支援できること

から、外国語教育において大きく注目されてきている。1980 年代には CAI（Computer-
Assisted　Instruction）や CMI（Computer-Managed Instruction）などのコンピュータ

支援による学習システムが導入されるようになり、1990 年代以降は CALL(Computer-
Assisted Language Learning) が広く普及するなど、外国語教育の方法は大きく変化して

いる（井上ら　2013）。2000 年より LMS(Language Management System)、SNS(Social 
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Networking Service)、MOOC（Massive Open Online Course）、モバイルデバイス、電

子教科書、ゲームなどの研究・開発が進み、ICT を活用した教育・学習の方法として用

いられている。

そこで、本研究では、外国語教育における ICT 活用の研究動向を把握するために、モ

バイルデバイス、電子書籍、SNS などを代表とした ICT を用いて外国語教育をサポート

する実践事例と論文を分析する。

２.ICT 類別の検討

分析には、国立情報学研究所により運用されている（2013 年 9 月時点）CiNii の論文

データベースを参考とする。情報通信技術の分類としては、米国のニューメディアコン

ソーシアム（New Media Consortium）が 2011 年～ 2013 年の「Horizon Report」にお

いて示した、予測期間を参考とする。予測期間とは、さまざまなテクノロジーについて

それが主流となるまでの期間を示しており、「短期 12 か月以内、中期 2 ～ 3 年以内、長

期 3 年以上」に分類されている。これを参考として近年注目されている代表的な情報通

信技術を取り上げ、モバイルデバイスとそのアプリ、電子書籍、SNS、認識技術、ゲーム、

ラーニング・アナリティクス、オンラインエデュケーションという分類に分けて検討する。

図 1　ICT 種別の論文数の割合

（1）モバイルデバイスとそのアプリ　

モバイルデバイスはここで、主に携帯電話、スマートフォン、タブレットなどの端末

ことを指す。これらの端末の特徴は移動中にインターネットを利用できることである。

アプリはアプリケーションソフトウェア（application software）の略語であるが、ここ

で特に、スマートフォンやタブレットで使えるものを指す。近年、総務省の「フューチャー

スクール推進事業」を代表とした小中学校では 1 人 1 台の情報端末を活用した数多くの
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実証実験がなされた。活用したものの多くはノートパソコンとタブレットであったが、

スマートフォンや携帯電話のケースは少なかった。それは、スマートフォンや携帯電話

の持ち込みが禁止されている小中学校が多いためである。しかし、大学や会社では、商

用や研究としてスマートフォンの活用が活発に行われており、特にスマートフォンとタ

ブレット向けのアプリの開発と研究が多く見られる。図 1 で示した CiNii の論文データ

ベースで検索した結果から分かるように、このようなモバイルデバイスとアプリを対象

にした外国語関係の論文は 553 本と最も多く、全体の六割を占めている。内容は、主に

アプリを活用して教育や学習を支援するものであった。例えば、菊地（2008）は日本や

アメリカなどにおける iTunes U と Second Life を活用した日本語、英語、中国語などの

学習支援に関する事例をまとめ、その可能性と課題を検討した。三野宮ら（2009）は韓

国語教育を支援するために、携帯電話向けの学習支援 LMS による学習アプリケーショ

ンを開発し、それを用いて評価実験を行った。三枝（2010）は iPhone SDK を用いて中

国語学習支援のためのアプリを開発し、授業でそのアプリを使った結果、学習者から高

い肯定的評価を得た。榎田（2012）は iOS と Android に対応する英語学習用のオリジナ

ルポッドキャスト（podcast）を利用して学生の携帯電話に配信し、実験授業を行った。

熊井ら（2013）は復唱練習、音声再生比較、自己評価や相互評価などの機能を有する外

国語のシャドーイング用の Moodle モジュールと iOS アプリを開発した。

（2）電子書籍　

電子書籍は一般的にソフトウェアとしてのデジタル化したコンテンツを指す。「Horizon 
Report」、ウィキペディアによる定義としては、狭義ではハードウェアである再生用の専用

端末機器（電子書籍リーダー）のみで利用するものであるが、広義では電子書籍リーダー、

携帯電話やスマートフォン、コンピュータなどを使って再生できる、電子教科書や電子辞

書などの電子出版物を含めたデジタルコンテンツである。特徴としては、著作権の問題が

原因で、このようなデジタルコンテンツは自由な引用、編集、ダウンロードが難しくなっ

ていることがある。コンテンツを利用するための端末に関する傾向としては、専用リーダー

はスマートフォンやタブレットより拡張性が低いため、所有率が低い。一方で、スマート

フォンやタブレットなどからアプリを介して利用する電子書籍はここ数年間急増しつつあ

る。専用リーダーを使って外国語教育を支援する論文は、検索した結果、「英語教師のマル

チメディア教材活用法――電子書籍読書端末」（井出　2010）1 本だけであった。それ以外

の専用リーダーに関する論文は外国語教育関係ではなく、音声認識関係の工学分野のもの

ばかりであった。

電子出版物のアプリとしては、外国語の教材や参考書、電子辞書、文学著作、試験資格

などに関わる研究が見られた。例えば、三宅（2010）は英語教育を対象とした電子教材の

開発を検討した。鈴木ら（2012）はモバイル端末用の韓国語電子教科書を開発し、それ

を用いた実践と評価分析を行なった結果、学習意欲の向上などの有効性を示した。廣江ら
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（2012）は中学校の英語科で授業支援ソフトと電子教科書を使用した授業を行い、その効

果を考察した。その結果、ICT 導入により視覚的効果があるが、教師の能力が不足してい

る場合は安易にコントロール型授業に傾斜してしまいかねない弊害があると指摘された。

ハードウェアとしての電子辞典は、例えば CASIO など、日本で広く使われている。従

来の紙バージョンの分厚い辞書と比べて、電子辞典は軽量で、検索、音声や手書き入力な

どの機能を有することで、外国語学習に役立つとされている。しかし、辞書機能を適切に

活用できていない、未習漢字を適切に手書き入力できていない、学習者向けではないといっ

た問題が指摘された（副田ら　2009）。論文の検索の結果によると、電子辞典に関する論

文数は、2011 年 7 本、2012 年 3 本、2013 年 0 本であり、減少傾向にあることが分かった。

（3）SNS　

コミュニケーションサービス等を提供する Facebook や Twitter、動画共有サービスを

提供する YouTube や GYAO、仮想空間サービスを提供する Second Life や Meet-Me と

いった多様なソーシャル・ネットワーキング・サービスは 2000 年以降急速に発展して

きている。その SNS を活用して教育を支援するケースが近年よく見られている。検索

の結果から、外国語教育に関わる論文は合計 18 本であり、最も早いものは「SNS 要素

を用いた英単語共有型学習システムの開発」（糸数ら　2007）であった。それ以外には、

「SNS を利用した日本語作文授業の試み－対面教育及び遠隔教育を統合した授業」（大塚

　2008）、「自律学習を支援するコミュニティの構築」（毛利　2009）、「多読促進を目的

としたコミュニティシステムの開発と運用」（佐藤ら　2009）などがある。それらの研究

では、SNS を用いて学習コミュニティの構築などを支援するものが見られた。

また，2014 年より JMOOC（日本オープンオンライン教育推進協議会）が運営する

OUJ MOOC では Facebook を利用してオンラインで無料の講座を公開している。その中

には日本語の講座もある。このような実践が進むにつれて、コミュニケーションが不可

欠な外国語教育では、これから SNS を活用した多言語、異文化交流などのコミュニケー

ションを支援する研究が多くなると推測される。

（4）認識技術　

認識技術は音声認識技術、タブレット・コンピューティング、ジェスチャーベースコ

ンピューティングなどがある。それらの技術をキーワードとして検索した結果、ジェス

チャーベースコンピューティング関係の論文は見られなかったが、音声認識技術やタブ

レット・コンピューティングを活用した外国語教育関係の論文は 29 本と確認できた。

音声認識技術に関する研究は 1960 年代から始まっているが、システム開発，機械翻訳、

発音識別などの分野における研究は多く、外国語教育における研究は少なかった。しかし、

パソコンや携帯電話などの普及につれて、2000 年以降より外国語教育に関わる研究が増

えてきており、特に、スマートフォンやタブレットを用いた研究が多くなっている。例
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えば、発音誤りや単語脱落の検出などの検定を行った「ビデオ配信と音声認識を活用し

た英語学習システム : CALL システムにおける音声認識利用の評価」（Schwartz Alan ら

　2009）、音声認識機能による翻訳読み上げソフトを利用した「小学校外国語活動におけ

るタブレット型端末の音声認識機能による翻訳活動に関する事例的研究」（林ら　2012）、
学習者の発話の録音を音声認識によって自動でテキスト化した「Skype を利用した外国

語会話訓練システムの構築」（松本ら　2013）、「音声認識アプリを活用したドイツ語発音

練習の試み : ICT 支援外国語アクティブラーニングの実践報告」（岩居　2013）がある。

（5）ゲーム　

ゲームを活用した研究はコンテンツ開発を中心に展開している。最近ではシミュレー

ション、多人数同時参加、代替現実などのゲームが流行するにつれて、個人ではなく、

オンラインで他人とコミュニケーションしながらプレイしたり、仮想ではなくゲームと

現実生活の境界線を曖昧にさせる内容で問題を解決したりするものが多くなってきてい

る。検索の結果、外国語教育に関わる研究は 35 であった。例としては、中国語や韓国

語の学習を支援する「多言語運用能力養成のためのマルチ・ランゲージ語彙学習教材の

開発――カルタと携帯型ゲーム機を使った教材」（西垣ら　2009）、英語の学習を支援す

る「スミスクレイグ . ニンテンドー DS 利用による自律学習とシミュレーションを取り入

れた英語授業デザインの試行」（近藤ら　2010）、フランス語の学習を支援する「教室で

のゲームおよびクイズの導入の問題点と可能性」（中野ら　2011）、漢字や英語の学習を

支援する「外国語学習と迷路ゲームを融合したデジタルアプリケーションの構築」（郭　

2013）などがある。

（6）ラーニング・アナリティクス　

ラーニング・アナリティクス（learning analytics）は学習や学習環境を理解し最適化や

改善を行うために、学習や文脈に関わるデータを測定・収集・分析・報告する手法を指す。

特に、オンラインの学習をサポートする LMS、e ポートフォリオ、MOOC などの利用や

普及に伴い、ラーニング・アナリティクスは、大量のデータを利用して教授学習過程の解

明や学習効果の測定をして教育改善を促進するものとして大きく期待されている。この手

法を用いた論文数は 251 本であり、モバイルデバイスとそのアプリに関する論文に次い

で 2 番目多く、全体の 3 割弱を占めている。但し、外国語教育だけでなく、言語学やコン

ピュータ言語学に関わる論文を加えると毎年千本以上となり、数多く見られる。

本研究では、外国語教育関係の研究に注目して学習履歴の分析を中心に検討している。

その主旨に近い例としては、カリキュラムを検討する「外国語活動における児童の心理

的特徴の分析と今後の課題：より良きカリキュラム作成に向けて」（永井ら　2012）、学

習方法を検討する「類義語分析ストラテジーのトレーニングに見られた正用例文分析行

動の特徴」（坂口ら　2012）、留学生の学習スタイルを検討する「e-Learning による日本
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語の語彙学習の履歴分析——聴解学習との比較の観点から」（稲葉　2013）、特別支援教育

を検討する「日本の聴覚障がい生徒を対象とした英語学習に関するアンケート調査：ク

ロス集計分析とキーワード分析」（鈴木　2013）、といったものがある。

（7）オンラインエデュケーション　

オンラインエデュケーションはインターネット上で学習できるのが特徴である。そ

の例としては従来の通信教育をはじめ、OCW（OpenCourseWare）、MOOC などが

取り上げられる。しかし、これらに関する論文を 2013 年 9 月に検索を行ったところ、

MOOC に関するものはみられなかった。外国語教育に関わる OCW 利用の論文は「Open 
Course Ware を用いた聴解指導 : 講義のききとり練習のための一試案」（深川　2008）1
本のみであった。

また、インターネットを利用したオンラインエデュケーションについては、学習支援

システム以外、テレビ会議システムを活用した研究も見られる。例えば、「フランス語学

習プログラム FR2003――テレビ会議システムと WebCT を利用した遠隔授業の試み」（田

中ら　2003）、「超鏡 (HyperMirror) を活用した第二言語学習――協調学習による異文化

間コミュニケーション能力向上への取り組み」（辻岡ら　2007）、「小学校外国語活動のた

めのテレビ会議システムの運用と評価」（森本ら　2010）がある。

高等教育機関が講義や教材などインターネットを使って配信するオープンエデュケー

ションについては、2014 年より JMOOC が展開していることから、今後これらに関する

研究が増えると思われる。

表 1　ICT の特徴

名称 代表的なもの
特徴

長所 問題点

モバイルデバイス スマートフォン、タブレット

軽量、移動利用可能、拡張性

が高い、いつでもどこでも学

習できる

管理や持続が困難、使用時間

の制限、高コスト

アプリ 各 OS 対応の App 開発周期が短い、低コスト、

内容豊富、マルチメディア対応
デバイス依存、汎用性が低い

電子書籍
リーダー端末、電子辞典、電

子教科書

軽量、移動利用可能、検索便

利

高コスト、低普及率、著作権

問題

SNS Facebook、Twitter 情報共有、フィードバックが

早い

積極的な参加が必要、規範化

困難

認識技術

音声認識技術、タブレット・

コンピューティング、ジェス

チャーベースコンピューティ

ング

聴覚触覚などを利用可能 間違い率が高い、高コスト

ゲーム Nintendo Wii、Xbox Kinect 娯楽性や参与度が高い 規範化や普及が困難

ラーニング・ア

ナリティクス
e ポートフォリオ、データマ

イニング

フィードバックが早い、分析

しやすい
誤差有り、統計知識が必要

オンラインエ

デュケーション
OCW、MOOC、テレビ会議

システム

国際遠隔、反復再生、大規模

利用が可能

著作権、学位・単位の認定、

規範化などの問題
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３. 各 ICT の特徴

これまでの研究の内容を参考にして各 ICT の特徴を表 1 にまとめてみた。最も多く使

われているモバイルデバイスについて、代表的なものとしてのスマートフォンやタブレッ

トは、モバイル学習や協調学習などに利用できるが、電量の制限で使用時間も限られて

おり、管理や高コストなどの問題が依然としてある。SNS は、情報共有可能、早いフィー

ドバックなどの特徴を有しているが、個人情報の取扱、規範化困難などの課題に直面し

ている。また、オンラインエデュケーションとして現在注目を集めた MOOC について

は、反転学習、協調学習を用いて新しい試みがこれから増えると予測しているが、著作権、

学位・単位の認定、規範化などの問題が指摘されている。

ICT の活用は技術の発達状況と密接な関係があるため、外国語教育における研究とし

ては、各技術や設備の整備、活用、評価などを重点的に検討することが目下の急務となっ

ている。また、学習目的の多様化に適切に対応していくことがますます重要となってき

ているが、コンテンツの不足、学習コミュニティの欠如などの課題が存在すると考えら

れる。

４.おわりに

分析の結果より、これまでの実践事例と論文の特徴は各メディアが融合する傾向が増

しているが、図 1 に示した通りに、モバイルデバイスとそのアプリに関するものが最も

多く、次はラーニング・アナリティクスに関するものであり、SNSやオンラインエデュケー

ションに関するものはまだ少ないことが分かった。また、モバイルデバイスを代表とす

る新しいメディアの活用は協調学習の推進を促し、学習者中心の学習スタイルの形成に

役立つが、デジタルコンテンツは統一規格がないため、情報共有や学習者のニーズに応

じたカスタマイズは困難であり、外国語教育における読み書きや理解への支援が不足で

あると示唆されている。
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Trend of ICT Utilization in Foreign Language Education in Japan

Zhe Li

The research and practices of supporting foreign language education and learning with a 
variety of information appliances have been prospering in recent years. This study analyzes the 
practice examples and articles on supporting foreign language education with ICT to understand 
the research trend of ICT utilization in foreign language education in Japan. It is concluded that the 
majority of research is related to applications such as mobile devices; by contrast, research related 
to SNS and online education is still sparse. In addition, the utilization of New Media, such as 
mobile devices in foreign language education can promote collaborative learning and contribute to 
the formation of the learner-centered learning style. However, as the digital content does not have 
a general standard, it is diffi cult to share information and customize based on the needs of learners, 
suggesting that support to reading, writing and understanding in the foreign language education 
remains insuffi cient.


